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Abstract： This paper examines how government ministries and corporations in Japan 
evaluate new college graduates’ abilities in their recruitment, especially with regard to 
their mastery of English communication skills.  Recently, corporations in Japan have 
required that recruits be knowledgeable in the field of global business; they even hire 
foreign nationals with global business expertise.  Currently companies hire Japanese 
graduates for the following three reasons: 1) high English skill level; 2) experience in 
study abroad programs; 3) interest in and knowledge of foreign cultures.  Japanese 
students, therefore, are now competing both with other Japanese as well as with 
foreign students for jobs.  It is vital that Japanese college students today have 
cross-cultural social skills, understanding of foreign cultures, and English language 
competence for success in today’s job market. 
 
Keywords: global business management, communication skill, English-language 









質ゼロ金利を２年ほど続けることを決めたのを受けて、平成 23 年８月 10 日、外国為替市
108 
場の金利がさらに下がるとの見方から、ドルが売られ、東日本大震災直後の３月につけた


























 始めに、大学等の卒業者の就職状況から現状をみてみよう。厚生労労働省は 平成 23 年
５月 24 日、平成 23 年３月に卒業した学生の就職状況などを文部科学省と共同で調査し、
平成 23 年４月１日現在の状況を取りまとめた。平成 22 年度『大学等卒業者の就職状況調
査 i』〜大学卒業者の就職率は過去最悪の更新を回避、平成 23 年４月１日現在暫定値〜を発
表し、大学の就職率は 91.1%で、過去最低だった平成 12 年３月と同率だったとしている。
そして、就職支援のための取組として、厚生労働省は、新規学校卒業者の厳しい就職環境
を踏まえて就職支援強化のために、平成 22 年９月 24 日から「新卒応援ハローワーク」を








 そして、2011 年３月 11 日に宮城県沖の海底を震源として発生した大地震は、日本におけ
る観測史上最大のマグニチュード 9.0 を記録し、東日本大震災と呼ばれ、その被害は警察庁





この震災の影響による 2012 年度の採用人数の変更については、「当初の計画通り」が 92.2%
と回答しているものの、選考スケジュールについては、選考開始時期を何らかの形で「延
期」する企業が 53.1%になっている。 




るとし、10 月１日の内定式後、12 月になっても企業の新卒採用活動は続いているのが 2011
年度の特徴ともいえる。 
 ここで、リクルートワークス研究所が毎年行っている『大卒求人倍率調査 iv』をみてみよ
う。まず、東日本大震災前の大卒求人倍率調査（2011 年卒）によると、2011 年 3 月卒業予
定の大学生･大学院生対象の大卒求人倍率は、前年の 1.62 倍から 1.28 倍に低下し、大企業
は 0.38 倍から 0.47 倍、300 人未満企業は 8.43 倍から 4.41 倍と、規模間の倍率差は縮小して
おり、全国の民間企業の求人総数（計画）は、前年の 72.5 万人から 58.2 万人へ 19.8%のマ
イナスとなったのだが、一方、学生の民間企業就職希望者数は、前年の 44.7 万人から 45.6
万人へ 1.9%のプラスとなった。 
 次いで『2012 年卒業予定の大卒求人倍率調査（2012 年卒）v』によると、求人倍率は 1.23
倍で前年の 1.28 倍よりわずかに低下し、2012 年の求人倍率は 1996 年３月卒の 1.08 倍や、
2000 年３月卒の 0.99 倍ほどには落ち込まない見通しであるとし、全国の民間企業の求人総
数は、前年の 58 万２千人から 56 万人へ 3.8％のマイナスとなった。従業員規模別の求人数











従業員規模別 求人倍率  
 2010 年３月卒 2011 年３月卒 2012 年３月卒 
300 人未満 8.43 倍 4.41 倍 3.35 倍 
300〜999 人未満 1.51 倍 1.00 倍 0.97 倍 
1000〜4999 人 0.66 倍 0.63 倍 0.74 倍 
5000 人以上 0.38 倍 0.47 倍 0.49 倍 
300人未満と 5000人以上の倍率
差（ポイント） 8.05 倍 3.94 倍 2.86 倍 








 まず、社団法人日本能率協会が 1979 年より毎年行っている企業の経営課題に関する調査
結果をみてみよう。５年前の 2006 年と 2010 年との比較をし、５年間でどのような経営課
題の変化が現れているのかをみてみる。５年前の『2006 年度（第 28 回）当面する企業経営
課題に関する調査結果 vi』では、日本企業の最も重要な経営課題（当面および中長期）を
2006 年と将来（2015 年頃）を比較しており、やはり 2006 年の日本企業にとっての最も重
要な当面の課題は「収益性向上」であったが、「人材強化と新製品・新サービス・新事業開
発」によってこれを達成する意向であることがわかる。着目すべきは、2005 年では「グロ
ーバル化（グローバル経営）」は 15 位、2006 年には 17 位であるが、中長期的には将来 2015
年頃の課題認識として「グローバル化（グローバル経営）」は３位に上昇し、2006 年の「株




















































     2006 年の課題認識      n＝ 842  （%） 将来(2015 年頃)の課題認識  n＝ 842  (%) 
１位 収益性向上 56.3 新製品・新サービス・新事業開発 11.2 
２位 売り上げ・シエア拡大 35.3 収益性向上 9.3 
３位 人材強化（採用・育成・多様化） 35.0 グローバル化（グローバル経営） 8.7 
４位 新製品・新サービス・新事業開発 20.9 人材強化（採用・育成・多様化） 8.1 
５位 顧客満足向上 20.1 株主価値向上 8.1 
     
13 位 株主価値向上 7.8   
     





    2010 年の課題認識  n＝ 632    (%)   3 年後（2013）の課題認識 n＝ 632   (%) 
１位 収益性向上 57.6 収益性向上 45.4 
２位 売り上げ・シエア拡大 55.9 売り上げ・シエア拡大 42.4 
３位 人材強化（採用・育成・多様化） 37.0 人材強化（採用・育成・多様化） 41.5 
４位 新製品・新サービス・新事業開発 21.4 新製品・新サービス・新事業開発 31.0 
５位 技術力の強化 17.4 グローバル化（グローバル経営） 19.9 
     






 次いで内閣府が行っている『平成 22 年度企業行動に関するアンケート調査報告書 viii』か
ら整理する。調査結果によれば、平成 23 年１月時点で１年後の予想円レートについては、
全産業平均で 88.4 円／ドルと予想し、昭和 61 年度の調査開始以来最も円高の予想となって
いたのだが、予想をはるかに上回り、2011 年８月になって、１ドル 75 円台の円高が定着し
つつある。調査結果から、海外現地生産比率をみてみると海外現地生産を行う企業数の割
合は、製造業全体では 2009 年度実績は 67.1%、2010 年度実績見込みは 67.2%, 2015 年度見
通しは 67.7%となっており、海外現地生産（生産高）比率は、製造業全体（実数値平均）で





























3.1 3.1 3.4 3.9 3.7
5.2 5.6 5.3 6.0 6.0
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日本経団連 経済同友会 ベネッセ教育開発センター 



























































































の結果からも、「コミュニケーション能力」が 7 年連続 1 位となっており、2001 年度の 50.3%






経済同友会 『企業白書』 2009 年 
 
新卒採用基準の比較                        単位（％） 










熱意・意欲 77.2 課題達成志向 60.3 コミュニケーション能
力 
81.6 
行動力・実行力 49.5 コミュニケーション能力 54.4 主体性 60.6 
論理的思考力 43.4 自己コントロール能力 50.5 強調性 50.3 
問題解決力 21.7 人柄 31.6 チャレンジ精神 48.4 





























































































































































 また、株式会社ディスコが行った『採用活動に関する企業調査 xi』（2011 年２月）の結果
によると、2011 年（2011 年４月〜2012 年３月）に日本人留学生を「採用した」企業は、予
定を含め全体の 14.5%で、一方 2012 年度（2012 年４月〜2013 年３月入社）の採用見込みに



























  外国人新卒採用数 
パナソニック 2011 年度 約８割 1100 人採用 
ファーストリテイリング  
 ユニクロ 
2012 年度 1300 人の新卒採用の約８
割弱を予定（現地採用も含む） 
楽天 2011 年度 600 人の新卒採用予定の
３割弱 



































































































影響調査）結果〜 全国主要企業 14568 社を対象に 2011 年 3 月 29 日〜4 月 4 日に行ったイ
ンターネット調査。回答社数は 938 社 2011 年 4 月 8 日発表 






vi http://www.jma.or.jp/release/data/pdf/20061003.pd 2006 年６月〜７月にかけて行った国内
主要企業 7000 社の経営者を対象に実施した調査結果 
vii http://www.jma.or.jp/news/release_detail.html?id=119 2010年７月〜８月にかけて国内主要
企業 4000 社の経営者を対象に実施した調査結果 
viii 内閣府経済社会総合研究所 『平成 22 年度企業行動に関する調査報告書』 平成 23 年 
ix 株式会社ディスコ『外国人留学生採用に関する企業調査』 全国主要企業 16929 社を対象に
2011 年８月 18 日〜26 日に行ったインターネット調査。回答社数は 968 社、2011 年９月 15
日発表 
x 『PRESIDENT』 2010.4.18 号 P58~59 
xi 株式会社ディスコ『採用活動に関する企業調査』〜2011 年３月卒業予定者の採用活動に関す
る企業調査＜２月調査＞〜  全国主要企業 14488 社を対象に 2011 年 2 月 16 日〜24 日に行
ったインターネット調査。回答社数は 943 社 2011 年３月９日発表 
xii 株式会社ディスコが 2011 年６月 27 日と 28 日の２日間、日英バイリンガルのための就職イ
ベント「東京サマーキャリアホーラム 2011」を東京ビッグサイトで開催。総来場者は延べ
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